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問２ 本激と局激の指定作業の手続きについて詳しく教えてください。 
 
(答) 

【本激】  

災害が発生した場合、事業所管省庁がそれぞれ被害状況の把握に努め、公

共土木施設等の災害復旧事業や農地、農業用施設等の災害復旧事業等につい

ては、被害報告額と全国の平均査定率から災害復旧事業費の査定見込額を算

出し、内閣府に報告します。 

内閣府は、この報告等を基に気象庁と協議をし、災害の被災地域や期間を

確定させます。全国的な災害とはいえ、気象条件が違えば、同日の災害であ

っても一連の災害であるとは限りません。例えば大雨による被害が発生して

もそれが台風による雨なのか、前線による雨なのか等により災害の種類は変

わってきます。 

確定した災害の被災地域や期間を踏まえ、その災害に係る災害復旧事業の

査定見込額を算出し、激甚
じん

災害指定基準(昭和 37年 12月 7日中央防災会議決

定)と照らし合わせます。 

内閣府は激甚災害の指定政令案を作成し、内閣法制局の審査、中央防災会

議への諮問、中央防災会議からの答申、閣議決定を経て指定政令が公布・施

行されます。 

この間、関係省庁とともに早急に激甚災害指定を行うよう鋭意努力してい

ますが、全国からの被害報告額を集計し、内閣法制局審査等の手続を経て、

指定政令の公布に至るまで災害の種類にもよりますが、発災日から１ヶ月～

２ヶ月程度の期間を要するのが通例です。 
 

【局激】 

 局激については、原則として本激の場合と同じですが、年末から年始にか

けて都道府県を経由して各市町村から当該年の１月から１２月までの各災害

復旧事業等に係る査定事業費の提出をお願いしています。 

提出いただいたものを事業所管省庁と確認し、局地激甚
じん

災害指定基準(昭和

43年 11月 22日中央防災会議決定)と照らし合わせ、指定政令案を作成し、内

閣法制局の審査、中央防災会議への諮問、中央防災会議からの答申、閣議決

定を経て例年、３月中旬ごろに政令が公布・施行されます。 

なお、局地激甚
じん

災害指定基準(昭和 43年 11月 22日中央防災会議決定)に明

らかに該当することになると見込まれる災害（指定基準の２倍超）について

は、本激と同様、年度途中に発災日から１ヶ月～２ヶ月程度の期間で指定を

行っています（いわゆる早期局激）。              目次へ戻る 
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■ 激甚災害指定フロー（激甚災害法第２章 公共土木関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本激Ｂ基準】 

【本激Ａ基準】 

全国査定見込額 ＞ 全国標準税収入×0.5％ 

災害の発生 

ＮＯ本激Ａ基準に該当  ＹＥＳ

【局激基準】 

次のいずれかに該当する市町村が1以上ある災害(査定事業費の額を合算した額が概ね1億円未満を除く) 

 

○標準税収入50億円以下の市町村 

 

○標準税収入50億円を超え、100億円以下の市町村 

 

【特定地方公共団体の基準】 

 １暦年の激甚災害に係る自治体負担額(国庫補助残額)が、 

  都道府県の場合は、当該都道府県の標準税収入の10％以上 

  市町村の場合は、当該市町村の標準税収入の５％以上 

全国査定見込額 ＞ 全国標準税収入×0.2％

 (１) 都道府県分の査定見込額 ＞ 当該都道府県の標準税収入×25％ 又は 

 (２) 都道府県内市町村分の査定見込額合計 ＞ 当該都道府県内市町村の標準税収入合計×５％ 

ＮＯ
ＹＥＳ

ＮＯ本激Ｂ基準に該当  ＹＥＳ 

激甚災害に該当せず 

激甚災害に指定 

災害毎に政令指定 局地激甚災害に指定 

年度末に一括して政令指定 

※査定見込額からみて明らかに該当する場合、災害毎に政令指定 

ＮＯ 局激基準に該当  ＹＥＳ

＜かさ上げの対象＞ 

（年度末に主務大臣が対象となる都道府県･市町村区域を告示）

ＮＯＹＥＳ 

＜かさ上げの対象にならず＞ 

(公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法等によ

る通常の国庫負担等) 

査定事業費(1千万円以上) ＞ 標準税収入×50％ 

査定事業費(2.5億円超) ＞ 標準税収入×20％ 

査定事業費 ＞ 標準税収入×20％+（標準税収入―50億円）×60％ 
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■ 激甚災害指定フロー（激甚災害法第５条 農林水産関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

激甚災害に該当せず

【本激Ｂ基準】  

【本激Ａ基準】 

全国査定見込額 ＞ 全国農業所得推定額×0.5％ 

災害の発生 

ＮＯ 本激Ａ基準に該当  ＹＥＳ

激甚災害に指定 

災害毎に政令指定 局地激甚災害に指定 

年度末に一括して政令指定 

※経費の見込額からみて明らかに該当する場合、災害毎に政令指定 

【特別措置の対象となる地域】 

○農地、農業用施設 

  １暦年の激甚災害に係る市町村の通常補助控除額(国庫補助残額)の総額が、

当該市町村内の関係耕作者の総数 ×２万円 の額を超える市町村 

○林道 

  １暦年の激甚災害に係る市町村の通常補助控除額(国庫補助残額)の総額が、

  当該市町村内の災害復旧等を要する林道の総延長のメートル数 ×180円の額

を超える市町村 

全国査定見込額 ＞ 全国農業所得推定額×0.15％ 

＜かさ上げの対象＞ 

（年度末に農水大臣が対象となる市町村区域を告示）

(１) 都道府県内の査定見込額 ＞ 当該都道府県の農業所得推定額×4％  又は 

(２)都道府県内の査定見込額 ＞ 10億円         が１都道府県以上 

ＮＯ 
ＹＥＳ

ＮＯ 本激Ｂ基準に該当  ＹＥＳ 

ＮＯ 局激基準に該当  ＹＥＳ

ＮＯＹＥＳ 

＜かさ上げの対象にならず＞ 

(農林水産業暫定措置法による通常の国庫補助)

【局激基準】 

市町村内の復旧事業に要する経費(1千万円以上) ＞ 当該市町村の農業所得推定額×10％ 

※市町村毎の当該経費の額を合算した額がおおむね5千万円未満である場合を除く。 
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